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１ 審査の対象 

・令和５年度上三川町一般会計歳入歳出決算 

・令和５年度上三川町国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算 

・令和５年度上三川町介護保険事業特別会計歳入歳出決算 

・令和５年度上三川町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算 

・令和５年度上三川町農業集落排水事業特別会計歳入歳出決算 

・令和５年度上三川町水道事業会計決算 

・令和５年度上三川町下水道事業会計決算 

 

２ 審査の方法 

一般会計、特別会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支

に関する調書、財産に関する調書及び印紙等購買基金運用状況調書、並びに水道

事業会計決算書、下水道事業会計決算書及び関係諸帳簿類を審査し、各会計につ

いて関係職員に対する質問を行い、予算が適正に執行されていたか、基金は適正

に運用されていたか等について確認を行った。 

なお、審査に当たっては、令和５年度及び令和６年度の例月現金出納検査、並

びに令和５年１０月、令和６年２月に実施した定例監査なども参考とした。 

 

３ 審査の期間 

  所管課ヒアリング等：令和６年８月１９日、２０日 

 

４ 審査の結果 

一般会計、特別会計の歳入歳出決算書及び付属書類は、関係法令に準拠して作

成されており、計数は正確で内容も適正であると認められた。 

水道事業会計決算書、下水道事業会計決算書及び関係諸帳簿類は、関係法令に

準拠して作成されており、経営及び財政状況についても適正であると認められた。 

財産に関する調書は、計数は正確であり、その管理状況は適正に行われている

ものと認められた。 

印紙等購買基金の運用状況は、基金の設置目的に従い運用されているものと認

められた。 

本町の財政全般を見た場合、財政指標はやや後退しているものの、概ね良い値

を示している。 

起債残高については、企業会計分を含む町全体の残高は減少してきている。 

依然として物価高騰などの影響を受け町税・各種徴収金の大幅な増収は見込め

ないことが予想されるため、適正な財政運営のためにも歳入を中期的に予測し、

計画的な財源確保策を講じるとともに、事業実施による課題を明確にし、既存の

施策・事業の再構築や最適化などに取り組むことにより、経常収支比率の実質的
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な改善を図られたい。 

また、国民健康保険事業、介護保険事業、後期高齢者医療においては、事業の

健全な運営のため、関係機関と連携・協力し、引き続き給付費抑制のための取り

組みを進めるとともに、利用者負担の公平性の観点から、保険料滞納の抑制のた

め、早期対応、計画的な徴収など徴収業務に努力されたい。 

会計全般として、一般会計及び特別会計の不用額は 9 億 5,647 万 8,502 円で、

前年度比 11.9％の減となり不用額の削減について努力は認められたが、一部の会

計又は科目においては、多額の不用額が生じている状況も見受けられた。引き続

き、予算に対する全般的な姿勢を見直すなど不用額抑制の対策を講じられたい。

また、予算編成時には支出額をより的確に検証した予算措置を行い、予算の有効

活用を図られたい。 

 

５ 決算の概要 

(1) 総括 

令和５年度予算は、総合計画実施計画に基づく諸施策を実施するため、一般

会計、各特別会計の合計で当初予算 179 億 900 万円が組まれ、その後の補正等

により 204 億 8,152 万 4 千円となっている。 

決算額は、一般会計と各特別会計を合わせ、歳入総額で 204 億 7,862 万

2,463 円、歳出総額で 192 億 1,308 万 3,846 円となっている。 

一般会計は、翌年度へ繰り越すべき財源 1 億 6,473 万 3,652 円を差し引いた

実質収支額が 7 億 1,260 万 7,350 円となった。 

特別会計については、翌年度へ繰り越すべき財源はなく、実質収支額は 3 億

8,819 万 7,615 円で、いずれも黒字決算の計上となっている。 

 

[表１] 会計別収支決算額                            （単位:円) 

区   分 歳 入 総 額 歳 出 総 額 
歳入歳出差引額 

（形式収支額） 

一 般 会 計 14,348,034,575 13,470,693,573 877,341,002 

特 別 会 計 6,130,587,888 5,742,390,273 388,197,615 

(

特
別
会
計
の 

内
訳)

 

国民健康保険事業 2,979,529,215 2,856,800,665 122,728,550 

介 護 保 険 事 業 2,510,093,978 2,253,077,269 257,016,709 

後 期 高 齢 者 医 療 326,385,469 322,142,203 4,243,266 

農業集落排水事業  314,579,226 310,370,136 4,209,090 

合    計 20,478,622,463  19,213,083,846  1,265,538,617 

※ 形式収支額＝歳入総額－歳出総額 
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(2) 一般会計 

歳入総額 143 億 4,803 万 4,575 円、歳出総額 134 億 7,069 万 3,573 円で、形

式収支額は 8 億 7,734 万 1,002 円、実質収支額は 7 億 1,260 万 7,350 円であり、

前年度同様、黒字決算となっている。 

ア 歳入について 

歳入総額は 143 億 4,803 万 4,575 円で、前年度と比較すると 16 億 3,076

万 493 円の増となっている。 

歳入に占める自主財源は 83 億 1,285 万 1 千円、構成比では 57.9％となっ

ている。うち、町税は 64 億 5,086 万 1 千円であり、徴収率は 97.8％で前年

度と比較すると 0.2 ポイント上昇している。 

町税は、歳入の根幹をなす重要なものであるため、また負担公平の観点か

らも引き続き徴収率の向上に努力されたい。 

歳入全体としては、他団体に比べ自主財源比率は高い方ではあるものの、

本町の財政事情として、法人町民税の変動に伴い各年度の増減の差が大きく

歳入状況は不安定である。また、雇用・所得環境が緩やかに改善しつつあり

個人所得は着実な増加が続くと見込まれるが、依然として物価高騰などの影

響を受け、町税・各種徴収金の大幅な増収は見込めないと予想されることから、

今後とも中長期的な計画に基づいた財源の確保に努め、財政運営の安定化策

を講じられたい。 
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 [表２] 歳入前年度比較                           (単位：円) 

科   目 R５年度 R４年度 比 較 

 1 町税 6,450,860,658 6,377,599,576 73,261,082 

 2 地方譲与税 146,358,000 144,823,000 1,535,000 

 3 利子割交付金 1,094,000 1,251,000 △157,000 

 4 配当割交付金 25,386,000 24,164,000 1,222,000 

 5 株式等譲渡所得割交付金 29,368,000 17,921,000 11,447,000 

 6 法人事業税交付金 92,634,000 92,377,000 257,000 

 7 地方消費税交付金 835,307,000 830,935,000 4,372,000 

 8 環境性能割交付金 19,667,181 14,957,000 4,710,181 

  自動車取得税交付金 1,183,181 217,154 966,027 

 9 地方特例交付金 39,604,000 42,760,000 △3,156,000 

10 地方交付税 481,518,000 440,818,000 40,700,000 

11 交通安全対策特別交付金 2,806,000 3,384,000 △578,000 

12 分担金及び負担金 54,461,920 52,978,280 1,483,640 

13 使用料及び手数料 53,220,613 56,535,300 △3,314,687 

14 国庫支出金 2,514,419,100 2,031,309,357 483,109,743 

15 県支出金 917,051,032 909,564,300 7,486,732 

16 財産収入 8,151,861 5,838,631 2,313,230 

17 寄附金 49,866,378 46,120,000 3,746,378 

18 繰入金 501,495,064 230,917,156 270,577,908 

19 繰越金 1,113,077,748 1,055,378,025 57,699,723 

20 諸収入 81,716,020 74,326,303 7,389,717 

21 町債 929,972,000 263,100,000 666,872,000 

歳  入  合  計 14,348,034,575 12,717,274,082 1,630,760,493 

 

イ 歳出について 

歳出総額は 134 億 7,069 万 3,573 円で、前年度と比較すると 18 億 6,649 万

7,239 円の増となっている。   

歳出に占める構成比では、民生費 33.9％、教育費 20.4％、土木費 9.9％、

総務費 9.1％の順となっている。 

性質別構成比は、扶助費 20.8％、普通建設事業費 18.5％、補助費等

18.2％、物件費 14.0％の順となっている。 

歳出全般で見ると前年度と比較し、総じて増加に転じており、特に扶助費

は歳出に占める割合も大きいことから、財政への影響が懸念される。 
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    今後、公共施設やインフラ施設等の維持・改修などの増加が見込まれるこ

とから、中長期的な財政計画を検討されたい。また、デジタル技術を駆使した

町民の利便性の向上や事務の効率化を積極的に進め、持続的に発展できるまち

づくりに努めていただきたい。そのため、既存の事務・事業の在り方や基準を

明確にするなどの整理を行い、引き続き行財政基盤の強化を図られたい。 

 

[表３] 歳出前年度比較                            (単位:円) 

科  目 R５年度 R４年度 比  較 

1 議会費 106,498,778 107,796,182     △1,297,404 

2 総務費 1,225,664,356 1,168,027,839 57,636,517 

3 民生費 4,573,291,689 4,392,350,043 180,941,646 

4 衛生費 1,052,460,839 965,651,678 86,809,161 

5  労働費 100,000 34,745 65,255 

6 農林水産業費 524,780,779 530,059,285 △5,278,506 

7 商工費 437,067,230 348,470,390 88,596,840 

8 土木費 1,338,415,783 1,248,631,049 89,784,734 

9 消防費 600,422,043 562,743,000 37,679,043 

10 教育費 2,748,787,674 1,331,029,731 1,417,757,943 

11 災害復旧費 0 14,190,000 △14,190,000 

12 公債費 863,204,402 935,212,392 △72,007,990 

13 諸支出金 0 0 － 

歳 出 合 計 13,470,693,573 11,604,196,334 1,866,497,239 

 

(3) 特別会計 

ア 国民健康保険事業 

歳入総額は 29 億 7,952 万 9,215 円、歳出総額は 28 億 5,680 万 665 円で、

歳入歳出差引額は 1 億 2,272 万 8,550 円となっている。 

前年度と比較すると、歳入 5,956 万 7,375 円の増、歳出 2,217 万 1,710 円

の減となっている。 

歳入の保険税は、調定額 6 億 9,607 万 2,307 円に対し、収入済額 5 億

5,780 万 9,956 円、徴収率は 80.0％で、前年度と比較すると 1.9 ポイント上

昇している。現年度未収金の早期徴収に努め、過年度未収金の発生の抑制に

努力したことが伺える。しかし依然として、多額の収入未済額や不能欠損が

あるため徴収率の良い市町を参考にし、今後も徴収率の向上に努められたい。 

歳出の保険給付費は 20 億 1,894 万 7,077 円で、前年度と比較すると 5,098

万 3,660 円の増と近年増加傾向にある。物価高騰の影響により保険料の大幅
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な増収は見込めないと予想されることや、高齢化などにより保険給付費が今後

も高額になると見込まれるため、引き続き保険給付費の抑制に努力され、財

政運営の安定化を図られたい。 

イ 介護保険事業 

歳入総額は 25 億 1,009 万 3,978 円、歳出総額は 22 億 5,307 万 7,269 円で、

歳入歳出差引額は 2 億 5,701 万 6,709 円となっている。 

前年度と比較すると、歳入 1 億 169 万 8,812 円の増、歳出 6,264 万 6,832

円の増となっている。 

保険料の不納欠損額が大幅に増加しているため、負担公平の観点からも未

済額の解消に努力されたい。 

ウ 後期高齢者医療 

歳入総額は 3 億 2,638 万 5,469 円、歳出総額は 3 億 2,214 万 2,203 円、歳

入歳出差引額は 424 万 3,266 円となっている。 

前年度と比較すると、歳入 1,764 万 3,559 円の増、歳出 1,702 万 6,161 円

の増となっている。 

保険料の収入未済額が減少し、徴収率も前年度より向上しているので、引

き続き未済額の解消に向け努力されたい。 

エ 農業集落排水事業 

歳入総額は 3 億 1,457 万 9,226 円、歳出総額は 3 億 1,037 万 136 円、歳入

歳出差引額は 420 万 9,090 円となっている。 

前年度と比較すると、歳入 1,911 万 2,402 円の減、歳出 765 万 8,226 円の

減となっている。 

水質改善と環境改善のため、農業集落排水処理の接続率の低い地区への対

策が必要と思われる。 

 

(4) 水道事業会計 

ア 決算の状況 

収益的収支は、収入総額 5 億 7,098 万 6,756 円（税込額 6 億 1,572 万 998

円）、支出総額 5 億 1,005 万 2,387 円（税込額 5 億 4,195 万 5,937 円）、純

利益は 6,093 万 4,369 円であり、前年度と比較すると 4,166 万 9,087 円の増とな

っている。この主な要因は、営業費用及び営業外費用の減によるものである。 

資本的収支は、収入総額 1,285 万円、支出総額 3 億 1,545 万 4,385 円で、

3 億 260 万 4,385 円の不足となっている。これは、当年度分消費税及び地方

消費税資本的収支調整額 1,256 万 9,559 円、減債積立金 1 億 3,969 万 3,074

円、過年度分損益勘定留保資金 1 億 5,034 万 1,752 円をもって補てんしてい

る。 
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資本的支出を前年度と比較すると、3 億 4,733 万 6,935 円、52.5％の減と

なるが、この要因は、投資有価証券購入費の皆減等によるものである。 

供給単価は 141.23 円で前年より 6.39 円高くなっている。これは、給水収

益が前年度と比較して増加したことによるものである。また、給水原価は、

153.99 円で前年度より 11.7 円安くなっている。これは、動力費が前年度と

比較して減少したことによるものである。  

給水区域内普及率は 93.4％で、前年度より増減はなかった。 

経営成績について、経営の健全性を示す経常収支比率は 111.95％で健全経

営の水準とされる 100％を上回っている。また、料金水準の妥当性を示す料

金回収率は前年度比 10.33 ポイント増の 91.61％で 100％を下回っているが、

加入金等のその他の収益や基本料金減免相当額に対する一般会計補助金等の

営業外収益により費用を賄うことができている。 

以上の決算状況から、老朽化が進む配水管の布設替えや物価高騰により経

費の増が見込まれ厳しい状況が続くと予想されることから、引き続き給水区

域内世帯の普及率向上等、水道事業の基盤強化に努力されたい。 

 

イ 業務実績 

当期の給水状況は、給水人口 28,879 人、給水区域内普及率 93.4％となり、

配水量 361 万 4,900ｍ
3

に対し給水量 284 万 8,549ｍ
3

で、有収率は 78.8％であ

る。配水管延長は 511ｍ増加した。  

施設の老朽化については、計画的・継続的な対応を検討されたい。また、

有収水量の向上のため、より一層漏水対策に努められたい。 

 

[表４] 給水状況 

区   分 単位 R５年度 R４年度 増 減 比較(%) 

給 水 区 域 内 人 口  人 30,936 30,860 76 0.2 

給 水 人 口  人 28,879 28,816 63 0.2 

普 及 率  ％ 93.4 93.4 0.0 0.0 

給 水 戸 数  戸 11,880 11,716 164 1.4 

配 水 量  ｍ
3

 3,614,900 4,115,873 △500,973 △12.2 

給水量 (有収水量) ｍ
3

 2,848,549 2,863,735 △15,186 △0.5 

有 収 率  ％ 78.8 69.6 9.2 13.2 

配 水 管 延 長  ｍ 328,440 327,929 511 0.2 
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 (5) 下水道事業会計 

ア 決算の状況 

収益的収支は、収入総額 8 億 3,942 万 3,483 円（税込額 8 億 6,706 万

9,050 円）、支出総額 8 億 626 万 1,366 円（税込額 8 億 3,451 万 7,883 円）

で純利益は 3,316 万 2,117 円である。 

資本的収支は、収入総額 6 億 2,559 万 812 円、支出総額 6 億 8,869 万

9,709 円で、6,310 万 8,897 円の不足となっている。これは、過年度分損益

勘定留保資金 2,556 万 3,031 円及び当年度分損益勘定留保資金 3,754 万

5,866 円をもって補てんしている。 

また経営成績について、経営の健全性を示す経常収支比率は 104.11％で健

全経営の水準とされる 100％を上回っているが、経費水準の妥当性を示す経

費回収率は 73.67％と 100％を下回っている。 

令和５年度末の企業債残高は、43 億 7,016 万 7,087 円で、前年度末から比

較して 1 億 9,622 万 4,137 円の減となっている。 

以上の状況から、歳入は一般会計補助金に依存しており、厳しい状況にあ

ることから収益の向上を図られたい。 

イ 業務実績 

当期の下水道整備状況は、石田地区管渠整備等により、区域内人口 25,192

人、接続人口 22,313 人となり、普及率 81.4％、接続率 88.6％である。また、

総処理水量 3,366,967 ㎥に対し有収水量 2,495,003 ㎥である。 

下水道未整備地区の整備を進めるとともに、加入促進等による接続率向上

に努力されたい。 

 

[表５] 下水処理状況 

区   分 単位 R５年度 R４年度 増 減 比較(%) 

行 政 区 域 内 人 口  人 30,936 30,860 76 0.2 

整 備 区 域 内 人 口  人 25,192 25,064 128 0.5 

接 続 人 口  人 22,313 22,358 △45 △0.2 

普 及 率  ％ 81.4 81.2 0.2 0.2 

接 続 率  ％ 88.6 89.2 △0.6 △0.7 

処理（整備）区域面積 ha 691.24 687.14  4.10 0.6 

総 処 理 水 量 ｍ
3

 3,366,967 3,252,015 114,952 3.5 

う ち 有 水 水 量  ㎥ 2,495,003 2,496,181 △1,178 △0.0 
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 (6) 財産 

ア 公有財産 

(ｱ) 土地及び建物 

土地は 91 万 4,349.38 ㎡で、前年度より 2,330.00 ㎡の増、建物は 10 万

6,538.05 ㎡で、前年度より 3,263.96 ㎡の増であった。 

土地は町道拡幅に伴い調整池を整備したことによる増、建物は ORIGAMI

プラザ及び屋根付き広場を新築による増が主な要因である。 

 

 (ｲ) 立木竹 

並木杉は１本で、前年度同様であった。 

(ｳ) 出資による権利 

総額は、9,522 万 3,416 円で、前年度より 281 万 3,400 円の減であった。

これは、公益信託上三川町ふるさと人材育成奨学基金の減によるものであ

った。 

(ｴ) 有価証券 

総額は、3,810 万円で、前年度同様であった。 

(ｵ) 無体財産権 

著作権４件、商標権３件で、ともに前年度より１件の増であった。これ

は、「ORIGAMI のまち かみのかわ」のロゴマークを登録したことによる

ものである。 

 

イ 物品 

主なものは、公用車２台の増、プロジェクタ 1 台の減、製氷機 1 台の減で

あった。 

ウ 債権 

総額は、2,427 万 8,400 円で、前年度より 9 万 800 円の減であった。 

 

 エ 基金 

令和５年度末現在、積立てがあるものは 14 基金である。 

総額は 64 億 6,599 万 9,606 円、前年度と比較すると 3 億 8,061 万 6,537

円の減となっている。 

町債管理基金、国民健康保険財政調整基金、義務教育施設整備基金、社会

福祉基金、生涯学習センター整備基金は、繰出により減となっている。なお、

生涯学習センター整備基金は令和６年６月で廃止されている。 

今後も条例に基づき、適正な処理に努められたい。 
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(7) 町債の状況 

一般会計における令和５年度の町債発行額は、庁舎改修事業 8,880 万円、道

路新設改良事業 1 億 640 万円、河川護岸整備事業 960 万円、公園施設整備事業

5,000 万円、都市再生整備計画事業 1,010 万円、消防防災施設等整備事業

2,350 万円、臨時財政対策債 4,207 万 2 千円、生涯学習・子育て支援複合施設

整備事業 5 億 9,950 万円、合計 9 億 2,997 万 2 千円となっている。 

令和５年度末の町債残高は、一般会計 60 億 8,064 万 9 千円、農業集落排水

事業特別会計 18 億 6,815 万 5 千円となっている。企業債残高は、水道事業会

計 7 億 7,559 万 2 千円、下水道事業会計 43 億 7,016 万 7 千円となっている。 

一般会計、特別会計及び企業会計における町債・企業債の合計残高は、130

億 9,456 万 3 千円で、前年度と比較すると 4 億 2,000 万円の減となっている。 

 

[表６] 町債・企業債残高                        (単位:千円) 

区   分 
Ｒ４年度末 

残   高 

Ｒ５年度 

発 行 額 

Ｒ５年度 

償 還 元 金 

Ｒ５年度末   

残   高 

一 般 会 計 6,000,113 929,972 849,435 6,080,649 

農業集落排水事業 

特 別 会 計 
2,032,774  0 164,619 1,868,155 

水 道 事 業 会 計 915,285 0 139,693 775,592 

下 水 道 事 業 会 計   4,566,391 167,700 363,924 4,370,167 

合  計 13,514,563 1,097,672 1,517,671 13,094,563 

※１ 水道事業会計及び下水道事業会計は、企業債である。 

２ 端数処理の関係により、表内計算と一致しないこともある。 

 

[表７] 町債・企業債残高の推移                      (単位:千円) 

区   分 
R ２ 年 度 末   

残 高 

R ３ 年 度 末   

残 高 

R ４ 年 度 末   

残 高 

R ５ 年 度 末   

残 高 

一 般 会 計 6,398,775 6,655,843 6,000,113 6,080,649 

農業集落排水事業 

特 別 会 計 
2,352,170 2,194,090 2,032,774 1,868,155 

水 道 事 業 会 計 1,185,870 1,051,377 915,285 775,592 

下 水 道 事 業 会 計   4,983,455 4,750,510 4,566,391 4,370,167 

合  計 14,920,270 14,651,820 13,514,563 13,094,563 

※１ 水道事業会計及び下水道事業会計は、企業債である。 

２ 端数処理の関係により、表内計算と一致しないこともある。 
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 (8) 財政指標の状況 

ア 財政力指数 

財政力指数（令和３年度～令和５年度の３ヵ年平均）は 0.934 で、前年度

より 0.014 ポイント低下している。 

なお、県内町単純平均（令和３年度～令和５年度の３ヵ年平均）は 0.657

である。 

また、単年度（令和５年度）ベースの財政力指数は 0.937 で、前年度より

0.005 ポイント低下し、前年度に引き続き 1.000 を下回り、普通交付税の交

付団体となった。 

イ 経常収支比率 

経常収支比率（令和５年度）は 85.1％で、前年度より 1.6 ポイント上昇し

た。 

なお、令和４年度の県内町単純平均は 85.6％で、本町は 83.5％であった。 

ウ 実質公債費比率（３ヶ年平均） 

実質公債費比率（令和３年度～令和５年度の３ヵ年平均）は 7.3％で、前

年度より 0.7 ポイント低下したものの、早期健全化基準（25.0％）を大きく

下回っている。 

なお、県内町単純平均（令和２年度～令和４年度の３ヵ年平均）は 5.7％

で、本町は 6.6％であった。 

エ 将来負担比率 

将来負担比率（令和５年度）は、充当可能財源等が将来負担額を上回るた

め、該当しない。 

なお、令和４年度の県内町単純平均は 5.2％で、本町は該当しなかった。 

 

[表８] 財政指標 

区  分 H30 年度 R 元年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 

財 政 力 指 数 

（3 ヶ年平均） 
1.133 1.066 1.079 0.954 0.948 0.934 

経 常 収 支 比 率 87.2％ 80.5％ 88.9％ 79.9％ 83.5％ 85.1％ 

実質公債費比率 

（3 ヶ年平均） 
4.4％ 5.1％ 5.2％ 5.9％ 6.6％ 7.3％ 

将 来 負 担 比 率 － － － － － － 
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※ 財政力指数 

地方公共団体の財政の豊かさを示す指標で、基準財政収入額を基準財政需要

額で除して得た数値の過去３年間の平均値をいう。 

単年度の財政力指数が 1.000 以上の団体は、普通交付税が不交付となる。 

 

※ 経常収支比率 

地方公共団体の財政構造の弾力性を判断するための指標で、経常的経費に充

当された一般財源の額が、経常一般財源の総額に占める割合をいう。 

 

※ 実質公債費比率 

地方公共団体の借入金（地方債）の返済額（公債費）の大きさを、その地方

公共団体の財政規模に対する割合で表したもの。 

25.0％以上で財政健全化団体、35.0％以上で財政再生団体となる。 

 

※ 将来負担比率 

地方公共団体の借入金（地方債）など現在抱えている負債の大きさを、その

地方公共団体の財政規模に対する割合で表したもの（将来負担の大きさを表す

指標）。 

350.0％以上で財政健全化団体（財政再生基準はない。）となる〔実質的な

将来負債額が負の場合、該当なしとなる(「－」で表示)。〕。 


